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Ⅰ. 知的財産の現状
1. 知的財産戦略

• 山口県の知的財産に関する事業は、「山口県知的財産基本戦略」に定められた、知的財産の目標及び具体的方策にもと
づいて展開されている。

設定目標 具体的な方策

知的創造サイ
クル（創造・保
護・活用）の円
滑な循環によ
る県内産業の
競争力強化

知財意識の
啓発・知財マ
インド向上

知財関連機関との連携による知財セミナー

知財教育

県内中小企業におけるMOTマインドの醸成

知財インフラ
の整備と強
固化

知財関連機関との戦略的連携強化

全国的組織との連携強化による知財人材確保

産業財産権
の戦略的創
造・保護・活
用

知財の戦略的創造

知財の戦略的保護

知財の戦略的活用

地域の独立性
を活かした地
域ブランドの
確立

地域資源の
活用による
地域ブランド
の確立

優れた地域資源の発掘・評価

地域ブランドの育成

地域ブランドの保護・管理

新製品開発・新事業展開

「山口県知的財産基本戦略（平成21年）」 産業戦略の指針

「輝く 活力あふれる産業集積県 やまぐち」の実現に向
けて9つの戦略を掲示している。

やまぐち産業戦略推進計画(第4次改定版）

（平成25年度-平成29年度）

【9つの戦略】
・国際競争に打ち勝つ「瀬戸内産業再生戦略」
・全国をリードする「医療関連産業育成・集積戦略」
・次代を担う「水素等環境関連産業育成・集積戦略」
・おいでませ！「宿泊者数500万人戦略」
・地域が輝く「農林水産業活力向上戦略」
・技術力のある「中堅・中小企業成長戦略」

→知的財産活動支援の充実など
・未来を拓く「やまぐち売り込み戦略」
・未来を担う「産業を支える人づくり戦略」
・新たな地産地消開拓戦略

やまぐち産業
戦略推進計画

• 産業戦略の指針である「やまぐち産業戦略推進計画」（第4次改訂版）の戦略の一つに「技術力のある『中堅・
中小企業成長戦略』」を掲げ、その実現のためのプロジェクトに「技術革新や経営革新による中堅・中小企業の
成長」を挙げている。「知的財産活動支援の充実」は同プロジェクトの具体的な取組の一つである。

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」



Ⅰ. 知的財産の現状
2. 出願動向 （1） 出願・登録状況

• 四法別出願件数の比率をみると、山口県は全国と比較して特許の割合が高い。
• 業種別（製造業）出願件数が最も多い業種は、特許・商標共に化学工業（商標2位は食料品製造業）である。

四法 件数 出願順位（全国）

特許
出願 1,323

16
登録 803

実用新案
出願 38

27
登録 35

意匠
出願 47

34
登録 42

商標
出願 360

36
登録 275

国際出願（特許） 191 16

国際出願（商標） 14 16

四法別出願件数の比率

山口県における特許等の出願及び登録の状況

出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版

特許

64%
実用

新案

1%

意匠

6%

商標

29%

【参考】四法別出願件数の比率
（全国）

発明者数および創作者数（平成28年）

業種別（製造業）出願件数と全国順位

化学工業 食料品製造業

件数
県内順位

※1
全国順位

※2
件数

県内順位
※1

全国順位
※2

特許 795 1 3 6 10 23

実用新案 1 10 10 1 10 11

意匠 1 15 24 1 15 20

商標 38 1 12 18 2 40

平成28年 全国順位

発明者数（特許） 2,911 21

創作者数（意匠） 32 44

出典：特許庁普及支援課
※1 県内順位：山口県内における標記業種の出願件数順位を表記
※2 全国順位：標記業種における山口県内企業の出願件数全国順位を表記

特許

75%

実用新案

2%

意匠

3%

商標

20%

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値

（単位：人・位）

（単位：件・位）

（単位：件・位）

出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版



Ⅰ. 知的財産の現状
2. 出願動向 （1） 出願・登録状況

• 特許等の出願件数、登録件数推移は平成27年から平成28年にかけて特許、商標ともに出願件数が増加し、
登録件数は減少している。
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出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版



Ⅰ. 知的財産の現状
2. 出願動向 （2） 地域団体商標の取得及び地理的表示保護制度の登録状況

地域団体商標の取得状況（平成29年11月現在）

登録件数 出願件数 出願順位 （全国）

7 11 39

地域団体商標取得団体の分布ＭＡＰ（平成29年11月現在）

地域団体商標一覧（平成29年11月現在）

出典：特許庁ホームページ

• 地域団体商標の登録件数は7件、出願件数は11件（全国39位）である。
• 登録種別では、「下関うに」等の加工食品、「下関ふく」等の水産食品、「厚保くり」等の果実に関するものが多い。
• 地理的表示保護制度（GI）では、「下関ふく」、「美東ごぼう」が登録産品となっている。

出典：特許庁ホームページをもとにNTTデータ経営研究所にて作成

出典：特許庁ホームページ

（単位：件・位）

1 2 3

4

56

7

登録名称 種別

1 下関うに 加工食品

2 北浦うに 加工食品

3 下関ふく 水産食品

4 厚保くり 果実

5 長門ゆずきち 果実

6 長門湯本温泉 温泉

7 赤間硯 工芸品

登録名称 区分

１ 下関ふく、Shimonoseki Fuku 魚類 ふぐ

2 美東ごぼう 野菜類 ごぼう

出典：農林水産省ホームページ

地理的表示保護制度登録産品（平成29年12月現在）



Ⅰ. 知的財産の現状
3. 支援人材 （1） 弁理士登録人数・知財総合支援窓口支援人材

• 弁理士登録人数は、横ばいである。知的財産管理技能士数は、平成29年4月時点で373名、全国第30位である。

（単位：人）

山口県における弁理士登録人数の推移

窓口担当者 配置弁理士 配置弁護士 合計

3 4 2 9

知財総合支援窓口支援人材（平成29年度）

1級 2級 3級 合計
全国順位
（合計）

8 131 234 373 30

知的財産管理技能士数（平成29年4月現在）

出典： 知的財産管理技能検定ホームページ

出典： 特許庁普及支援課
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Ⅰ. 知的財産の現状
4. 支援推進体制

• 山口県の知的財産関連事業は、（公財）やまぐち産業振興財団、（一社）山口県発明協会、県の3者が中心となっている。
同財団は「知的総合支援窓口」「外国出願支援事業」等を実施しており、同協会は主にセミナーや表彰等による普及啓発
等を行っている。

知的財産事業の実施体制

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

山口県商工労働部
新産業振興課

（一社）山口県発明協会

（公財）やまぐち
産業振興財団

経済産業省・
中国経済産業局

発明の奨励と振興

普及・啓発

知財総合支援窓口

事業委託・連携

業務請負

（独）工業所有権情報・
研修館

・セミナー
・少年少女発明クラブ

・発明くふう展の開催
・発明表彰の推薦

コーディネーターの配置

外国出願支援事業



Ⅰ. 知的財産の現状
5. 支援事業 （1） 県による事業

• 山口県では、知財総合支援窓口に、知的財産専門人材（コーディネーター）を配置し、中小企業等の知的財産活用支援の
体制を強化している。

知的財産の事業

知的財産関連予算

市町村の取組で
特筆すべき事例

主な実施事業は以下のとおり。

1. 中小企業等知財支援拠点形成促進事業
知財総合支援窓口に、企業、地域における現場ニーズへの対応や大学、公施設、支援機関等との連携による
支援等を行う知的財産専門人材（コーディネーター）2名を配置し、中小企業等の知的財産活用支援の体制強
化を図る。
① 中小企業知財コーディネーター（1名）

開放特許や未利用特許の活用等、主に地域中小企業の技術移転等を支援する。
② 地域連携コーディネーター（1名）

地域における知的財産ニーズへの対応や各支援機関等との連携により知的財産に対する課題解決を支援す
る。

• 平成28年度の商工関連の知的財産事業予算は、「中小企業等知財支援拠点形成促進事業」の10,625千円であ
る。

• 宇部市：市内の中小企業等の優れた技術や地域特性等を活用したものづくりを支援するため、ものづくり分
野において優れた事業と認められるものに対して、機械装置の購入費、原材料費、産業財産権の出願等に要
する費用の一部を助成している。

• 防府市：市内の中小企業事業者が行う新商品・新技術の開発事業や優れた新商品・技術の販路拡大を目的と
した活動（市場調査や産業財産権の導入）等にかかる費用の一部を助成している。

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」



Ⅰ. 知的財産の現状
～コラム 「コーディネーターの配置及び派遣」～

「知財総合支援窓口」に県独自のコーディネーター2名を配置し、団体や企業に積極
的に出向き、現場ニーズの掘り起こしに努めている。

概要1

取組事例2

課題3

• 中小企業を訪問する「中小企業知財コーディネー
ター」と、商工会などの団体を中心に訪問する
「地域連携コーディネーター」を、それぞれ1人ず
つ計2名、知財総合支援窓口に追加的に配置してい
る。

• 両コーディネーターの業務は団体、企業への訪問
に特化している。

中小企業知財コーディネーター
① ライセンス契約の支援
• 屋根に使用される平板瓦により解体時に発生するア

スベスト粉塵を最小限にすることに関する工事法と
その工具に関する特許について、ライセンス契約の
締結を支援し、15府県の瓦工事組合と締結した。

②出願等への支援
• 地下水の熱で融雪する技術について、県外大学と産

学連携の研究を進める企業に対し特許、実用新案の
出願を支援し、県外企業等とのマッチングも支援し
た。

地域連携コーディネーター
① 商標登録の支援
• カタクチイワシを使った醤油を開発し、その商品

名の商標登録を希望する企業を支援した。その結
果、同社は商標登録後ブランド力が向上し、東京
都内のレストラン等から注文が増加した。

② 商標登録の支援
• 幟の商標登録を希望する観光協会について、地元

商工会から相談をうけた。J-PlatPat（特許情報
プラットホーム）の活用方法など課題解決に向け
たアドバイスを行い、登録査定に結びついた。

• コーディネーターには、知的財産に関連した豊
富な経験と知識、高いコミュニケーション能力
が求められることから、すぐれたコーディネー
ターの後継人材の確保が課題となっている。

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」



Ⅰ. 知的財産の現状
5. 支援事業 （2） 国との連携事業

（単位：件）

出典： 特許庁普及支援課

知財総合支援窓口における相談件数
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平成26年度 平成27年度 平成28年度

特許 5 4 2

実用新案 0 0 0

意匠 2 0 0

商標 4 2 3

冒認対策 0 0 0

合計 11 6 5

平成26年度 平成27年度 平成28年度

60 55 81

• 知財総合支援窓口での相談件数は、平成27年度から平成28年度にかけて約250件、減少した。
• 外国出願補助金は、減少しており平成28年度の採択件数は5件である。
• 知的財産権制度説明会（初心者向け）の参加者数は、増加しており平成28年度は81人となっている。

外国出願補助金採択数

知的財産権制度説明会（初心者向け）参加者数

平成26年度 平成27年度 平成28年度

31 21 33

知財総合支援窓口における相談件数の全国順位

＊点線は全国47都道府県の平均値

（単位：件）

（単位：人）（単位：位）

出典： 特許庁普及支援課

出典： 特許庁普及支援課



Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
1. 産業特性

• 業種別企業数は、卸売業,小売業が28.8％と最も多く、次いで建設業21.7％、製造業11.3％となっている。

出典： 平成26年経済センサス

業種別企業数

A～B 農林漁業

171 

1.0%
C 鉱業，採石業，砂利採取業

15 

0.1%

D 建設業

3,582 

21.7%

E 製造業

1,868 

11.3% F 電気・ガス・熱供給・水道業

11 

0.1%

G 情報通信業

190 

1.2%
H 運輸業，郵便業

695 

4.2%

I 卸売業，小売業

4,742 

28.8%

J 金融業，保険業

277 

1.7%

K 不動産業，物品賃貸業

1,321 

8.0%

L 学術研究，専門・技術サービス業

647 

3.9%

M 宿泊業，飲食サービス業

959 

5.8%

N 生活関連サービス業，娯楽業

637 

3.9%

O 教育，学習支援業

135 

0.8%

P 医療，福祉

381 

2.3%

R サービス業（他に分類されな

いもの）

862 

5.2%



製造品出荷額・事業所数（平成26年度）及び特許等出願件数（3ヵ年平均値） ・全国順位

注：製造品出荷額及び従業者は、4人以上の事業所の平成26年度実績値
出典：経済産業省工業統計調査（平成26年）

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
1. 産業特性

• 製造品出荷額は、「化学工業」が最も多く、出願件数の全国順位をみると、特許は3位と高く、商標も12位と比較的高い。

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値
出典：特許庁普及支援課

（単位：件・位）

製造品出荷額 事業所数

業種中分類名 額（万円） 全国順位 数（所） 全国順位

化学工業 1,645,553 5 93 18

石油製品・石炭製品製造業 1,422,780 6 21 18

輸送用機械器具製造業 1,102,631 12 128 21

鉄鋼業 636,230 11 50 24

食料品製造業 219,307 35 407 31
窯業・土石製品製造業 205,788 14 151 31
ゴム製品製造業 180,344 6 21 23
金属製品製造業 175,733 24 179 31
生産用機械器具製造業 157,544 30 140 31
非鉄金属製造業 111,880 22 17 31
パルプ・紙・紙加工品製造業 102,488 23 39 34
プラスチック製品製造業 101,859 28 79 35
電気機械器具製造業 77,904 36 59 32
はん用機械器具製造業 77,016 30 72 27
電子部品・デバイス・電子回路製造業 75,670 40 19 38
繊維工業 72,297 17 77 43
飲料・たばこ・飼料製造業 52,283 34 36 40
木材・木製品製造業（家具を除く） 48,246 20 68 37
印刷・同関連業 34,005 29 81 35
その他の製造業 10,512 40 46 38
業務用機械器具製造業 4,342 40 13 37
家具・装備品製造業 3,522 45 39 42
なめし革・同製品・毛皮製造業 0 40 2 38

情報通信機械器具製造業 0 41 1 43

出願件数・全国順位

特許件数 全国順位 商標件数 全国順位

794.7 3 38.0 12

1.7 35 2.3 21

6.0 13 3.7 10

5.7 23 18.0 40

260.3 5 15.7 6

1.0 19

9.7 28 1.0 43

57.7 20 6.7 26

2.0 23

4.0 33 1.0 37

8.3 27 3.0 28

5.0 26 9.5 13

8.0 29 1.0 32

1.0 30 1.0 43

1.5 20 5.3 42

1.5 29

2.0 15 2.5 22

3.3 29 5.7 30

1.0 28

5.5 21



大企業から引き継いだ基盤をベースに外部のリソースも活用して、戦略的に知的財
産を取得・管理。

基本情報1

事業概要および特徴2

知的財産教育を日常的に実施3

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ① 株式会社ＦＩＬＷＥＬ

4 自社で特許出願

• 所在地：山口県防府市鐘紡町3-1
• 設 立：平成17年3月
• 資本金：50百万円
• 従業員：135名

• 精密研磨パッドと人工皮革の２つを事業として
いる。電子・精密機器の製造過程において、シ
リコンウエハやハードディスク基板、液晶ガラ
スなどの超精密研磨は欠くことのできない工程
であり、精密研磨パッドは、その重要な工程の
最終仕上げに必要な研磨布である。

• 繊維・高分子技術から生まれた人工皮革は、自
然の風合いと美しさを持ちながら、人工皮革な
らではの高機能性を持った新しい複合材料とし
て使用されている。

• 大企業の事業を引き継いだものであり、大手企
業で行われていた知的財産管理も引き継がれて
いる。

• 大企業から、従業員・製品（商圏含む）設備・
知的財産など全てをそのまま引き継いだため、
知的財産に対しても当初から意識して活動して
いる。

• 入社後2～3年以内は、新人教育として特許庁・
中国経済産業局主催の「知的財産権制度説明会
（初心者向け）」に参加させ、早いうちに知的
財産の知識を吸収させ、業務に活かせる体制を
とっている。

• 競合他社の特許情報をJ-PlatPatを利用して取
得し、定期的に関係者の間で回覧して参照して
いる。また、開発部員は特許明細書を自分で記
載しており、OJTの役割も果たしている。

• 開発部長が知的財産管理担当を兼任している。
• 開発部員が作成した特許明細書は開発部長等と

推敲を繰り返して仕上げている。特許出願は電
子出願ソフトを導入して自社で行っている。

• 審査請求は、当該技術の事業への貢献度合いを
みて個々に判断している。



写真提供： 株式会社ＦＩＬＷＥＬ

Ⅱ. 産業特性と知的財産活用事例
2.県内企業等による知的財産活用事例 ① 株式会社ＦＩＬＷＥＬ

戦略的な特許出願対応5 ノウハウの適切な管理6

＜人工皮革「ベルエース」を使用した商品＞
＜精密研磨パット「ベラトリックス」 ＞

出典：「平成28年度地域知財戦略調査研究事業「地域別知的財産活動に関する調査」報告書」

• コア技術を守るため、特許明細書を作成する際
は、記載内容からノウハウがわからないように
注意する、他社技術についてカウンター特許を
出願するなどの対応をとっている。

• このように、自社の権利、他社の権利を眺めな
がら、事業化の幅を広げるようにしている。

• なお、拒絶理由通知や他社の類似技術が出願公
開された場合等、出願後の対応は外部の弁理士
に依頼している。

• 社内でノウハウ等を守る意識は高く、特に精密
研磨パッド事業では、既存製品及び新製品につ
いて、公証役場にて確定日付取得の手続を行っ
ている。

• 精密研磨パッド事業では、開発検討に着手した
すべての試作品について、自社に導入したソフ
トウェアを利用してタイムスタンプを付与して
いる。
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（単位：人・世帯）

出典：総務省 住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数

• 人口は減少傾向であるが、世帯数は増加している。

1. 産業の現状
（1） 人口および世帯数

1,455,401 1,445,473 1,447,499 1,443,146 1,431,540 1,419,781 1,408,588

645,165 646,582 654,718 656,773 657,547 658,456 659,804

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

人口 世帯数

年 男 女 人口 世帯数

平成
23年

688,770 766,631 1,455,401 645,165

平成
24年

684,130 761,343 1,445,473 646,582

平成
25年

684,550 762,949 1,447,499 654,718

平成
26年

682,990 760,156 1,443,146 656,773

平成
27年

678,003 753,537 1,431,540 657,547

平成
28年

672,956 746,825 1,419,781 658,456

平成
29年

668,030 740,558 1,408,588 659,804

人口および世帯数の推移

（単位：人・世帯）



• 企業数では、卸売業・小売業が最も多く、次いで建設業が多い。
• 卸売業・小売業は平成24年に減少したものの平成26年に微増であるが増加に転じた。

1. 産業の現状
（2） 業種別企業数

業種別企業数の推移
（単位：社）

出典：経済センサス（平成21年・24年・26年結果）
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1. 産業の現状
（3） 規模別事業所数

出典：経済センサス 活動調査（平成24年、平成26年）

従業員規模別事業所数の推移

• 事業所数は、平成24年から平成26年の間に141所減少している。
• 従業員規模別事業所数は、全国とほぼ同様である。

事業所数
従業者数
（人）

事業所数
従業者数
（人）

A～R全産業（Ｓ公務を除く） 63,381 584,608 63,240 586,263

1～4人 37,685 80,464 37,561 79,386

5～9人 12,660 83,088 12,412 81,483

10～29人 9,574 154,073 9,709 156,068

30～49人 1,581 59,645 1,676 62,546

50～99人 1,040 71,247 1,050 71,593

100～299人 491 76,625 462 72,259

300人以上 99 59,466 108 62,928

出向・派遣従業者のみ 251 - 262 -

平成24年 平成26年

従業者規模

1～4人
59.4%

5～9人
19.6%

10～29人
15.4%

30～49人
2.7%

50～99人
1.7%

100～299人
0.7%

300人以上
0.2%

出向・派遣従業者のみ

0.4%

従業員規模別事業所数の割合（平成26年）

1～4人
58.2%

5～9人
19.7%

10～29
人

15.9%

【参考】従業員規模別
事業所数（全国）



1. 産業の現状
（4） 業種別売上高

• 業種別売上高では、製造業が最も多く、次に卸売業・小売業となっている。

49,957 12,505

6,400,838

30,170

3,261,071

179,644 140,405 207,334 298,256
21,117

896,120
33,233 216,038101,343 15,170

7,327,230

596,303

12,852,481

951,106 817,489 547,607 854,171
83,711

1,866,843
58,983 843,692

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

山口県 全国平均

（単位：百万円）

業種別売上高

出典：経済センサス 活動調査（平成28年）



注：従業者4人以上の事業所
出典：経済産業省工業統計調査（平成22年～26年）

産業中分類別製造品出荷額および事業所数（平成26年度）

注：従業者4人以上の事業所
出典：経済産業省工業統計調査（平成26年）

• 製造品出荷額は平成24年以外は全国平均を上回っている。
• 産業分類別では「化学工業」の出荷額が最も多く、次いで「石油製品・石炭製品製造業」である。
• 事業所数も「化学工業」、「石油製品・石炭製品製造業」が全国順位18位で県内では最も高く、所数は「食料品製造業」が

407所と最も多い。

（単位：百万円/所/位）

1. 産業の現状
（5） 製造品出荷額

（単位：億円）

製造品出荷額の推移

62,573 62,698

60,877

67,979

65,313

61,512 60,632
61,431 62,147

64,923

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

66,000

68,000

70,000

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年

山口県 全国平均

製造品出荷額 事業所数

額（百万円） 全国順位 数（所） 全国順位

化学工業 1,645,553 5 93 18

石油製品・石炭製品製造業 1,422,780 6 21 18

輸送用機械器具製造業 1,102,631 12 128 21

鉄鋼業 636,230 11 50 24

食料品製造業 219,307 35 407 31

窯業・土石製品製造業 205,788 14 151 31

ゴム製品製造業 180,344 6 21 23

金属製品製造業 175,733 24 179 31

生産用機械器具製造業 157,544 30 140 31

非鉄金属製造業 111,880 22 17 31

パルプ・紙・紙加工品製造業 102,488 23 39 34

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 101,859 28 79 35

電気機械器具製造業 77,904 36 59 32

はん用機械器具製造業 77,016 30 72 27

電子部品・デバイス・電子回路製造業 75,670 40 19 38

繊維工業 72,297 17 77 43

飲料・たばこ・飼料製造業 52,283 34 36 40

木材・木製品製造業（家具を除く） 48,246 20 68 37

印刷・同関連業 34,005 29 81 35

その他の製造業 10,512 40 46 38

業務用機械器具製造業 4,342 40 13 37

家具・装備品製造業 3,522 45 39 42

なめし革・同製品・毛皮製造業 0 40 2 38

情報通信機械器具製造業 0 41 1 43



1. 産業の現状
（6） 県内総生産

• 平成２６年度県内総生産は、約6.0兆円である。増加率は、平成25年度以降全国平均を上回っている。

出典：内閣府 県民経済計算（平成15年度～平成26年度）
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出典：地域経済分析システム（RESAS）産業構造マップ-全産業の構造

• 産業分類別の付加価値額では、卸売業・小売業が約4,353億円と最も高く、次いで製造業が約3,614億円、
医療・福祉が約2,531億円となっている。

産業大分類別付加価値額（企業単位）（平成24年）

1. 産業の現状
（7） 付加価値額



• 付加価値額の特化係数は、「化学工業」が高く、労働生産性は「電子部品・デバイス・電子回路製造業」が高い。

製造業中分類別産業特化係数（平成24年）及び特許等出願件数（3ヵ年平均値） ・全国順位

注：特化係数：域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの
1.0を超えていれば、当該産業が全国に比べて特化している産業とされる

労働生産性の場合は、全国の当該産業の数値を1としたときの、ある地域の当該産業の数値
出典：地域経済分析システム（RESAS）地域経済循環マップ－産業別特化係数

平成24年

業種中分類名
付加価値額
（百万円）

従業者数
（人）

特化係数
（付加価値額）

特化係数
（労働生産性）

化学工業 107,766 8,384 2.22 1.12

石油製品・石炭製品製造業 6,262 590 1.38 0.47

輸送用機械器具製造業 21,060 4,678 0.50 0.80

鉄鋼業 11,876 1,737 0.98 1.12

食料品製造業 33,681 13,929 0.87 0.58

窯業・土石製品製造業 25,182 4,488 2.00 1.01

ゴム製品製造業 3,163 793 0.49 0.70

金属製品製造業 35,910 6,317 1.37 1.20

生産用機械器具製造業 13,508 4,038 0.48 0.56

非鉄金属製造業 6,902 915 0.78 1.04

パルプ・紙・紙加工品製造業 4,429 1,065 0.44 0.73

プラスチック製品製造業 11,503 2,400 0.64 0.94

電気機械器具製造業 12,971 2,882 0.51 0.81

はん用機械器具製造業 12,715 1,925 0.76 1.11

電子部品・デバイス・電子回路製造業 15,412 2,585 0.96 1.27

繊維工業 7,776 2,284 0.67 0.99

飲料・たばこ・飼料製造業 4,014 945 0.44 0.55

木材・木製品製造業（家具を除く） 6,269 1,593 1.91 1.08

印刷・同関連業 8,904 2,609 0.65 0.76

その他の製造業 3,798 1,127 0.48 0.85

業務用機械器具製造業 5,059 1,612 0.30 0.42

家具・装備品製造業 2,098 850 0.48 0.67

なめし革・同製品・毛皮製造業 0 35

情報通信機械器具製造業 448 138 0.02 0.47

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値
出典：特許庁普及支援課

（単位：件・位）

出願件数・全国順位

特許件数 全国順位 商標件数 全国順位

794.7 3 38.0 12

1.7 35 2.3 21

6.0 13 3.7 10

5.7 23 18.0 40

260.3 5 15.7 6

1.0 19

9.7 28 1.0 43

57.7 20 6.7 26

2.0 23

4.0 33 1.0 37

8.3 27 3.0 28

5.0 26 9.5 13

8.0 29 1.0 32

1.0 30 1.0 43

1.5 20 5.3 42

1.5 29

2.0 15 2.5 22

3.3 29 5.7 30

1.0 28

5.5 21

1. 産業の現状
（8） 産業別特化係数



• 生産（付加価値額）では、第３次産業が中心となっているが、他県と比較して第２次産業の割合が高い。
• 分配（所得）では、雇用者所得でわずかながら地域外からの流入があるものの、その他所得が地域外に流出していること

から、流出超過となっている。
• 支出では、民間消費額、民間投資額においてわずかながら地域外へ流出しているが、その他支出が地域外から流入して

いるため、全体では流入超過となっている。

地域経済循環（平成25年）

出典：地域経済分析システム（RESAS）地域経済循環マップ－地域経済循環図

地域経済循環率

105.5％

1. 産業の現状
（9） 地域経済循環



• 全国の中央値に比べて、 「稼ぐ力」（営業利益率）、「伸びる力」（売上増加率）（設備投資）、「持続する力」（売上高）が高
い。一方、「稼ぐ力」（労働生産性） 、「雇う力」（従業員）、「健全経営力」（実質債務償還年）（運転資金月商倍率）が低い。

中小・小規模企業財務比較（平成27年）

注：産業指定は全ての大分類
出典：地域経済分析システム（RESAS）地域経済循環マップ－中小・小規模企業財務比較

※指標の評価（1～5）は、全国の中央値を「3」として
算出された値です。指標の評価が 0 のときは、
データが存在しないか、秘匿値となっています。

1. 産業の現状
（10） 中小・小規模企業財務比較



業種別出願件数（県内上位10業種）

特許出願 商標出願

県内順位 特許件数 業種 県内順位 商標件数 業種

1 794.7化学工業 1 38.0化学工業

2 260.3窯業・土石製品製造業 2 18.0食料品製造業

3 57.7生産用機械器具製造業 3 15.7窯業・土石製品製造業

4 50.0学校教育（大学等） 4 15.3専門サービス業（他に分類されないもの）

5 9.7金属製品製造業 5 12.3飲食料品小売業

6 8.3電気機械器具製造業 6 10.7その他の小売業

7 8.0電子部品・デバイス・電子回路製造業 7 9.5はん用機械器具製造業

8 7.7職別工事業(設備工事業を除く) 8 8.7職別工事業(設備工事業を除く)

9 6.0鉄鋼業 9 8.0飲食料品卸売業

10 5.7食料品製造業 10 6.7生産用機械器具製造業

業種別（全産業）出願件数（3ヵ年平均値）と県内順位

注：出願件数は、3ヵ年（平成26年～28年）平均値
出典：特許庁普及支援課

• 県内で最も出願件数が多い業種は、特許出願と商標出願ともに「化学工業」である。

（単位：位・件）

2. 知的財産に関する現状
（1） 業種別出願件数と県内順位



2. 知的財産に関する現状
（2） 特許等の発明者数・創作者数

発明者数（特許）および創作者数（意匠）

• 平成27年から平成28年にかけて発明者数（特許）が約200人増加した。
• 一方、創作者数（意匠）は減少している。

平成26年 平成27年 平成28年
全国順位

（平成28年）

発明者数
（特許）

2,976 2,705 2,911 21

創作者数
（意匠）

84 83 32 44

山口県
（人）

2,976 
2,705 

2,911 

84 83 32 
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成26年 平成27年 平成28年

発明者数 創作者数

（単位：人・位）

出典：特許行政年次報告書〈統計・資料編〉2017年版



2. 知的財産に関する現状
（3） 地域団体商標の取得団体及び地理的表示保護制度の登録団体

◆地域団体商標の取得団体（平成29年11月30日までに登録されたもの）

地域団体商標 団体名 所在地

1 下関うに
山口県うに協同組合 山口県下関市岬之町10番16号

下関唐戸魚市場仲卸協同組合 山口県下関市唐戸町5番50号
2 下関ふく

3 北浦うに 山口県うに協同組合 山口県下関市岬之町10番16号

4 厚保くり 山口美祢農業協同組合 山口県美祢市大嶺町東分3443番地の1

5 長門ゆずきち

あぶらんど萩農業協同組合 山口県萩市大字江向431番地2

下関農業協同組合 山口県下関市秋根北町4番1号

長門大津農業協同組合 山口県長門市東深川1941番地

6 長門湯本温泉 湯本温泉旅館協同組合 山口県長門市深川湯本1257番地

7 赤間硯 山口県赤間硯生産協同組合 山口県宇部市大字西万倉583番地の4

• 山口県内では、地域団体商標を7件（8団体）取得し、地理的表示（GI）保護制度の登録産品は2件（2団体）である。

出典：特許庁ホームページ地域団体商標MAP

◆地理的表示（GI）の取得団体（平成29年12月15日までに登録されたもの）

地理的表示（GI） 団体名 所在地

1 下関ふく、Shimonoseki Fuku 下関唐戸魚市場仲卸協同組合 山口県下関市唐戸町5番50号

2 美東ごぼう 山口美祢農業協同組合 山口県美祢市大嶺町東分3443番地1

出典：農林水産省ホームページ 地理的表示(GI)保護制度の登録産品一覧



知的財産権
活用事例集

2016
掲載企業

知財功労賞
表彰企業

（平成27～29年）

出典：特許庁「知的財産権活用事例集2016」

企業名 表彰概要

国立大学法人山口大学 平成28年度 経済産業大臣表彰 知的財産権制度活用優良企業等（特許活用）

• 平成27年以後、知財功労賞を受賞した山口県内法人は1つである。知的財産権活用事例集2016に掲載された企業は
2社である。

企業名 業種 所在地 企業概要及び特徴

株式会社コトガ
ワ

建築・建
設・土木

山口県宇部市
大字妻崎開作
140-1

セメント瓦、コンクリートブロック等を製造販売するメーカーである。製品の
品質を維持するための権利化により知的財産権を戦略的に有効活用し
ている。品質・性能の保証が可能なメーカーとのライセンスにより瓦業界
の共存共栄を目指している。新たなビジネスモデルの構築による新工法
の安全な技術の維持と普及に努めている。

株式会社ヤナ
ギヤ

農業機械・
食品機械

山口県宇部市
善和189-18

主に食品加工機械の設計・開発・製造を手掛けるグローバル企業である。
熟練技術でカニの食感を再現、カニカマ製造装置は世界シェアトップの
70％を占めている。社内の知財人材の育成と発明・業務改善提案の表
彰によりモチベーション向上を図っている。地方の中小企業であってもオ
ンリーワン技術とブランド力で世界制覇を目指している。

出典：特許庁ホームページ

2. 知的財産に関する現状
（4） 国による表彰企業リスト



2. 知的財産に関する現状
（5） 企業や大学研究機関等における研究開発費

• 山口県内大学研究機関等の研究開発費の推移では、山口大学が最も高い。

大学研究機関等の研究開発費の推移

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成23年～平成27年

（単位：件）

機関名 年度
共同研究 受託研究 合計

件数
受入額
(千円)

件数
受入額
(千円)

件数
受入額
(千円)

山口大学 平成23年 195 275,400 136 759,044 331 1,034,444

平成24年 203 275,632 138 742,008 341 1,017,640

平成25年 204 252,984 151 956,866 355 1,209,850

平成26年 190 361,586 138 827,389 328 1,188,975

平成27年 202 394,949 154 880,211 356 1,275,160

宇部工業高等専門
学校

平成23年 13 5,345 6 11,540 19 16,885

平成24年 7 4,595 7 4,692 14 9,287

平成25年 8 6,985 9 11,069 17 18,054

平成26年 9 7,053 2 8,907 11 15,960

平成27年 15 6,869 3 2,309 18 9,178

大島商船高等専門
学校

平成23年 8 2,063 1 343 9 2,406

平成24年 5 784 1 1,164 6 1,948

平成25年 3 5,350 1 400 4 5,750

平成26年 8 7,275 8 7,275

平成27年 12 7,675 3 2,292 15 9,967

徳山工業高等専門
学校

平成23年 32 9,990 7 13,590 39 23,580

平成24年 31 7,752 4 4,654 35 12,406

平成25年 29 11,167 4 1,735 33 12,902

平成26年 25 10,349 4 1,566 29 11,915

平成27年 31 11,270 5 2,799 36 14,069

下関市立大学 平成23年 1 630 1 630

平成24年 1 290 1 294 2 584

平成25年 1 348 1 2,461 2 2,809

平成26年 1 391 2 7,235 3 7,626

平成27年 1 420 3 6,187 4 6,607

山口県立大学 平成23年 5 1,530 17 10,641 22 12,171

平成24年 6 2,450 10 4,870 16 7,320

平成25年 7 2,620 10 2,326 17 4,946

平成26年 2 1,438 18 7,059 20 8,497

平成27年 6 1,360 18 8,537 24 9,897

機関名 年度
共同研究 受託研究 合計

件数
受入額
(千円)

件数
受入額
(千円)

件数
受入額
(千円)

徳山大学 平成23年 3 1,056 3 1,056

平成24年 2 716 2 716

平成25年 5 2,144 5 2,144

平成26年 2 697 2 697

平成27年 2 692 2 692

宇部フロンティア大
学

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年 1 983 1 983



2. 知的財産に関する現状
（5） 企業や大学研究機関等における研究開発費

大学研究機関等の研究開発費の推移（上位5大学）

（単位：千円）

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」平成23年～平成27年
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機関名
国公私
種別

大学・
短大等
分類

特許出願
件数

特許権実施等
件数

特許権実施等
収入

特許保有
件数

実施許諾中
特許権数

ランニング
ロイヤリティ収入

のあった特許権数

山口大学 国立 大学 96 37 42,351 434 41 36

宇部工業高等専門学校 国立 高専 0 0 0 3 0 0

大島商船高等専門学校 国立 高専 0 0 0 4 0 0

徳山工業高等専門学校 国立 高専 0 0 0 3 0 0

山口県立大学 公立 大学 0 0 0 1 0 0

• 山口大学は、全国318機関中、特許権実施等収入で14位となっている。

大学等における産学連携の実施状況について（平成27年度）
（単位：件・千円）

2. 知的財産に関する現状
（6） 産学連携等の実績

出典：文部科学省「平成27年度 大学等における産学連携等実施状況について」



大学名 部署 知的財産教育に関する取組概要等

山口大学 大学研究推進機構
知的財産センター

平成25年度から全学部（8学部）の１年生全員（約2,000人）に対して知的財産教育
の必須化に取り組むとともに、学士過程から大学院に至る知的財産教育カリキュラ
ム体系を整備している。

徳山大学 経済学部 経済学部のビジネス戦略学科内に「知的財産開発コース」を設け、マンガやアニメ、
ゲーム、映像等のコンテンツを創作し、ビジネスに展開できる知的財産のプロフェッ
ショナルを育成する。

知的財産教育に力を入れている大学等

• 知的財産教育に力を入れている教育機関として、以下のような機関がある。

2. 知的財産に関する現状
（7） 知的財産教育に力を入れている教育機関

出典：各大学ホームページ



• 山口大学で知財教育プログラム（履修証明プログラム）を展開している。

2. 知的財産に関する現状
（8） 知的財産教育に力を入れている教育機関の事例

出典：山口大学ホームページ

＜プログラムの趣旨･目的＞
山口大学では、これまで分野を問わず新入生全員に対して知的財産教育を実施し、専門教育から大学院教育へとつながる
カリキュラム体系を形成してきた。 これらのカリキュラムを利用して、高校や大学において知的財産教育を修得する機会
のなかった社会人等に対して、「ものづくり知財コース」と「コンテンツ知財 コース」の2コースにより、履修証明プロ
グラムを開講し募集することとした。 また、社会人の職業に必要な能力の向上に必要な能力の向上を図る機会の拡大を目
的として、大学等における社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的な プログラムを「職業実践力育成プログラ
ム」（ＢＰ）として文部科学大臣が認定することとなっているが、本プログラムもこの認定を受けている。

＜プログラム詳細＞
課程名称：知財教育プログラム
■ 修了単位数：8単位以上（ものづくり知財コース、コンテンツ知財コース）
■ 履修資格 ：大学入学資格を有する者
■ 定 員：各コース50名
■ 修了要件
コースを選択し、本プログラムで指定する科目を履修し、出席状況、認定試験の成績（60点以上）、レポート等にお
いて担当教員の評価によりその授業科目の合否を判定し、合格判定の科目を8単位以上を修得すること。

ものづくり
知財コース

（8単位以上）

コンテンツ
知財コース

（8単位以上）

科
学
技
術
と
社
会
（
1
単
位
）

意
匠
法
（
1
単
位
）

商
標
法
（
1
単
位
）

不
正
競
争
防
止
法
（
1
単
位
）

特許法
(1単位)

標準化と
ビジネス
(1単位)

著作権法
(1単位）

コンテンツ
産業と知財
（2単位）

知
財
情
報
の
分
析
と
活
用

（
2
単
位
）

著作権法
(1単位）

ものづくりと
知的財産
（2単位）

標準化と
ビジネス
(1単位)

農業と知的財
産

（1単位）

この中から1単位以上

この中から2単位以上プログラム内容（指定科目）

必修科目 選択必修科目



重点産業の支援事業 山口県の重点取組として「医療関連産業」や「環境・エネルギー産業」等新たな事業展開に向けた技
術開発等を重点に掲げている。そこで、やまぐち産業戦略研究開発等補助金、やまぐち夢づくり産業
支援ファンド等活用している企業30社へやまぐち産業振興財団、中国経済産業局等が訪問し、企業
の知財面での課題やニーズの発掘等を行う。

ブランド化事業 地域独自ブランドの確立に向け、やまぐち産業振興財団、中四国農政局、日本弁理士会中国支部、
中国経済産業局等が連携し、県内商工会議所、農業団体等のニーズに即応した地域ブランドセミ
ナー・臨時相談会をセットとした事業を平成31年度までに3回以上開催する。

連携事業 やまぐち産業振興財団には、知財総合支援窓口やよろず支援拠点等が隣接しており、情報交換を定
期的に行っている。このワンストップの強みを生かし、両窓口が密接に連携し、「新商品の開発から販
売に向けた商標登録出願等まで」新商品の開発から販売までの支援、並びに、これら付随する知的財
産の保護まで、一気通貫の企業支援を平成31年度までに20件行う。

出典：特許庁普及支援課

県の特色を踏まえた平成３１年度までの目標

• 山口県の特色を踏まえた平成31年度までの目標は以下の通りである。

2. 知的財産に関する現状
（9） 県の特色を踏まえた平成31年度までの目標



出典：各機関のホームページ

• 山口県内の知的財産に関する主な支援機関には以下のようなものがある。

3. 支援機関

名称 所在地 連絡先 支援概要

1 知財総合支援窓口
（公財）やまぐち産業振興財団
内
山口市熊野町1-10

TEL083-922-9927
FAX083-921-2013

知的財産に関わる様々な専門家や支援機関と共同
して、中小企業等の知的財産に関する課題解決を図
るワンストップサービスを提供する。

2 （一社）山口県発明協会
山口市熊野町1-10 TEL083-922-9927

FAX083-921-2013
国家褒章への推薦、少年少女発明クラブの支援等の
発明の奨励と振興、産業財産権制度の普及啓発、特
許情報等の提供サービス等を行う。

3
（公財）やまぐち産業振興財
団

山口市熊野町1-10 TEL083-922-9927
FAX083-921-2013

「経営相談」「経営・技術に関する情報提供及び人材
育成」等により産業技術の高度化、中小企業等の振
興発展を図る。

4 山口県産業技術センター
宇部市あすとぴあ4-1-1 TEL0836-53-5050

FAX0836-53-5070
技術相談や助言、人材育成、技術情報の提供、技術
開発助成等の各種事業を行い、中小企業自らが行う
新製品や新技術の研究開発活動を支援する。

5 山口商工会連合会
山口市中央4-5-16 TEL083-925-8888

FAX083-925-8700
専門的知識や技能等の経験者である専門家（弁理士
を含む）を派遣し、具体的な助言指導により、問題解
決を図る。

6
山口商工会議所
（知的財産定例個別相談会）

山口市中市町1-10 TEL083-925-2300
FAX083-921-1555

知的財産に関する出願やトラブル等について、毎月1
回個別相談会を開催して相談に応じる。

7
下関商工会議所
（経営支援部）

下関市南部町21-19 TEL083-222-3333
FAX083-222-4094

定期窓口相談会として、毎月1回弁理士による特許
相談会を開催する。



山口県産業技術センター

知財総合支援窓口

（山口県）

（一社）山口県発明協会

（公財）やまぐち産業振興財団

山口商工会連合会

山口商工会議所（知的財産定例個別相談会）

下関商工会議所（経営支援部）

3. 支援機関

出典：白地図をもとにNTTデータ経営研究所にて作成
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